
実 質 赤 字 比 率 － Ｈ２７国調 19,455 31.1.1 18,875

(早期健全化基準) (14.27) Ｈ２２国調 21,435 30.1.1 19,239

連 結 実 質 赤 字 比 率 －
(早期健全化基準) (19.27) 

実 質 公 債 費 比 率 9.6
(早期健全化基準) (25.0) 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

将 来 負 担 比 率 62.5 決算額(千円)

(早期健全化基準) (350.0) 78,494

② 36,306

③ 9,071

④ 124,685 125,296 123,871 決算額(千円)

⑤ 191,040 190,694 190,416 184,713

⑥ 5,703

⑦

⑧ 140,977 126,661 128,843 決算額(千円)

⑨ 85,104 76,721 68,453

⑩ 100,889 100,825 100,768

⑪ 794,837 817,260 842,063

⑫ 31,422 25,522 25,515

⑬

⑭ 7,480 7,545 7,533

518,368 527,426 509,483

⑮ 6,353,247 6,396,175 6,400,136 ３．公営住宅使用料 30,921

⑯ 1,019,732 1,027,873 1,044,332 ４．都市計画税 94,096

決算額 5,333,515 5,368,302 5,355,804 ５．その他 3,826

（単位：千円） 決算額(千円)

〔1〕 347,382 １．標準税収入額等 3,093,253

〔2〕 3,029,510

〔3〕 277,373

〔4〕

〔5〕

〔6〕

〔7〕

〔8〕 45,714 ① 決算額(千円)

〔9〕 95,445 ②

〔10〕 4,359

〔11〕

〔12〕 ④ 決算額(千円)

〔13〕 ⑤ 321,133

〔14〕 ⑥ 349,784

〔15〕 2,303,017 ⑦ 40,679

〔16〕 ⑧ 決算額(千円)

〔17〕 ⑨ 1,057,073

〔18〕 ⑩ 36,388

〔19〕 ⑪

〔20〕 決算額(千円)

〔21〕 ⑫ 12,000

〔22〕 1 ⑬

〔23〕 0 ⑭

〔24〕 ⑮ 決算額(千円)

〔25〕 ⑯ 554,549

〔26〕 ⑰ 374,885

〔27〕 ⑱ 358,969

〔28〕 決算額(千円)

33,192

272,051

560,603

鳥　羽　市 比
率
の
状
況

(%) 人口
住民基本
台帳人口

面積（ｋ㎡）

令 和 元 年 度 決 算 に 基 づ く
健全化判断比率の状況（速報値）

(%) 区　　　　　分
決算額（単位：千円，％）

107.34 財政力指数 0.443 市町村類型 Ⅰ－１

(%) 実質公債費比率

左の内訳
(令和元年度）

(%)

分
子

①
公債費充当一般財源額等
（繰上償還及び満期一括地方債の元金に係るものを除く）

1,363,352 1,365,970 1,368,371
④の内訳（上位３事業）

特定環境保全公共下水道事業特別会計

実質赤字比率
積立不足額を考慮して算定した額 水道事業会計

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金相当分 定期航路事業特別会計

区　　　　　分 決算額（単位：千円）
公営企業等の地方債の償還の財源に充てたと認められる繰出金 ⑤の内訳（上位３組合）

一部事務組合等地方債償還財源に係る負担金等 鳥羽志勢広域連合

Ａ 繰 上 充 用 額 0
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 三重県市町総合事務組合

一時借入金の利子

Ｂ 支 払 繰 延 額 0
特定財源の額 ⑥の内訳（上位３事業）

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

Ｃ 事 業 繰 越 額 0
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金)

災害復旧費等に係る基準財政需要額に算入された公債費

Ｄ 標 準 財 政 規 模 6,400,136
災害復旧費等に係る基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金)

⑧の内訳 決算額(千円)
密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

実質赤字比率　　【（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）／Ｄ×100】 －
密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(準元利償還金) １．国県からの利子補給

Ａ 小　　計　　　　【（①～⑦）－（⑧～⑭）】 ２．貸付金の元利償還金

連結実質赤字比率
資金不足比率

(単位：％)

分
母

標準財政規模（臨時財政対策債を含む）

⑨～⑭の額

区　　　　　分
Ｂ 小　　計　　　　【⑮－⑯】

Ｃ 　実質公債費比率（単年度）　　　　　【Ａ／Ｂ×100】 9.71907 9.82482 9.51273
⑮の内訳

実
質
収
支
額

一
般
会
計
等

一般会計

　実質公債費比率（３ヵ年平均）　　　【Ｃ／３】 9.6
２．普通交付税額

３．臨時財政対策債発行可能額

将来負担比率

区　　　　　分
決算額

左の内訳
（単位：千円，％）

そ
の
他
の
特
別
会
計

国民健康保険事業特別会計

分
子

将
来
負
担
額

一般会計等の地方債年度末残高 12,160,346

設立法人の負債等に対する一般会計等負担見込額 12,000

②の内訳（上位３事業）

介護保険事業特別会計 債務負担行為のうち公債費に準ずる支出予定額

後期高齢者医療特別会計
③

公営企業等の地方債の元金償還金に対する一般会計等
負担見込額

711,596

一部事務組合等の地方債の元金償還金に対する負担見込額 1,093,461 ③の内訳（上位３事業）

退職手当支給予定額(期末要支給額)のうち一般会計等負担見込額 1,893,588 特定環境保全公共下水道事業特別会計

水道事業会計

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

法
適
用
企
業

水道事業会計 連結実質赤字額 定期航路事業特別会計

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 ④の内訳（上位３組合）
充

当

可

能

財

源

充当可能基金年度末現在高 2,006,277 鳥羽志勢広域連合

充当可能特定歳入の見込額 865,846 三重県市町総合事務組合

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額 9,648,138

Ａ 小　　計　　【（①～⑧）－（⑨～⑪）】 3,350,730 ⑥の内訳（上位３法人）

分
母

標準財政規模（臨時財政対策債を含む） 6,400,136 鳥羽市開発公社

法
非
適
用
企
業

定期航路事業特別会計 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 68,453

特定環境保全公共下水道事業特別会計 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金) 100,768

災害復旧等に係る基準財政需要額 842,063 ⑨の内訳（上位３基金）

災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金) 25,515 財政調整基金

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 0 土地開発基金

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(準元利償還金) 7,533 ふるさと創生基金

Ｂ 小　　計　　【⑫－（⑬～⑱）】　 5,355,804 ⑩の内訳

４．都市計画税

連結実質赤字比率　【Ａ／Ｂ×100】 －

Ａ 連結実質赤字額（〔1〕～〔28〕） 0 　将来負担比率　　　【Ａ／Ｂ×100】 62.5
１．国庫支出金等

２．貸付金の償還金

Ｂ 標準財政規模 6,400,136
※実質赤字比率、連結実質赤字比率、資金不足比率において赤字額、資金不足額が発生しない場合は「－」と表示する。 ３．公営住宅の賃借料等

（都市計画税の充当率）

５．その他の収入


